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In this paper, we discuss the situation about the operation and maintenance business management on the 
waste disposal facilities, based on Germany visiting investigation. This paper addresses Hamm incineration plant 
as the case study. Next, we arrange some viewpoint and issues on the municipal solid waste operation and 
maintenance enterprises difference through the comparison between Germany and Japan with regard to the 
administrative unit, business organization, involvement in the private sector, bid system and finance. 
Consequently, it is necessary to establish operation system and to carry out operation and maintenance business in 
cooperation among some neighboring municipalities. 
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（Unna；UN）郡 10万 t、ハム（Hamm）郡格市 12









また、1993 年までごみ焼却処理量 24万 5,000ｔで維
持していたが、それ以降ごみ量が低下し、ウナ郡の
分 6万 5,000ｔを入れても 15～16万 t しかなくなり、
処理価格が上昇した 4)。  
1996～1997 年に、当時、電力大手として存在した
ドルトムントの会社である合同ヴェストファーレン









1996～1997 年の 2 年間新規契約を結んで、ハムとウ
ナ、そしてドルトムントが入った。すなわち、ハム
焼 却 施 設 はハム 市 、ウナ郡、ドル ト ム ン ト
（Dortmund）市においてブリングアンドペイ（Bring 
and Pay）の原則 5)で総持ち込み量を決めたことで、2


































Hamm Betriebsführungs GmbH（図 1 の左上）、2
つ目が共同出資で設立したハム焼却施設の資産管理
会社であるハムごみ焼却施設所有有限会社 MVA 
Hamm Eigentümer-GmbH（図 1 の左下）、3つ目が実
際に運営を行っている運営会社であるハムごみ焼却
施設事業者持ち株有限会社 MVA Hamm Betreiber 
Holding GmbH（図 1 の右上）、そして 4つ目が運用
会社であるハムごみ焼却施設運用有限会社 MVA 
Hamm Betreiber-GmbH（図 1 の右下）である。 
 

























































MVA Hamm Betreiber Holding GmbH 
（ハムごみ焼却施設事業者持ち株有限会社) 
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注 1）追加割当量（Zusatzkontingent）：所有者（Inhaber）は DOGA 




る の が AWG （ Abfallwirtschaftsgesellschaft des 
Kreises Warendorf GmbH）、ドルトムント市にあるの
が EDG、ゾースト州にあるのが ESG（Entsorgung 
Soest GmbH）、ウナ郡にあるのが VBU（Verwaltungs- 





Hamm Betrieber- GmbH）は図 2 のようにドルトム
ント・EDG、ウナ郡・AKU、ハム・WFH が出資し
ている。また、ハムごみ焼却施設運営管理会社（MVA 
Hamm Betriebsführungs GmbH）は図 3 に示したよう
にドルトムント・EDG とハム・WEH が出資してい
る。さらに、ハムごみ焼却施設所有有限会社（MVA 


















MVA Hamm Betreiber Holding GmbH 
ハムごみ焼却施設事業者持ち株有限会社（40.9%) 
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表 1 ハムごみ焼却施設管理有限会社に占める処理業者毎の基本割当量・追加割当量 
 EDG AKU Unna WFH Hamm 
基本割当量(t) 30,000 65,000 50,000 
追加割当量(t) 6,100 13,250 10,200 
［出所］ 提供資料より一部抜き出して作成。 
 




AWG WAF ESG Soest GWA Unna WFH Hamm 全体 
基本割当量(t) 58,000 20,000  20,000  1,000  1,000  100,000 
追加割当量(t) 13,905 3,068 3,068 205 205 20,450 
注）追加割当量に関しては合計すると 20,451t になるが、提供原資料では追加割当に関する全体量が 20,450t となっているこ































BEA （SO u WAF) 
10.10% 
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の PPP の特徴に関しては、1．15～20 年契約である
こと 2．人口 50～60 万人の大都市では大企業を
PPP に取り込む傾向があること 3．その一方、人























第 1 に、社会情勢に伴う民間部門への疑問、第 2 に、
ごみ処理施設の運営維持管理事業経営－ドイツの経験をもとに－ 









3.4 EU 入札の影響 
さらに、ドイツ都市ごみ管理の PPP に関しては、
近年では EU による入札が PPP を検討する上での一
つの大きな判断材料になっている、ということであ
る。10～15 年前に PPP のブームがあったが、その
時は、PPP は民間の経済意識・経験を取り込むこと
が目的だった。しかし、現在では 2003 年以降、EU
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まとめると、以下の表 3 のようになる。 
 
表 3 ごみ処理施設運営維持管理における事業経営の日独比較 
［出所］筆者作成。 
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年 3 月 13 日、ハム焼却施設において実施したヒアリン
グより。） 



















ベルでやっているのである。（2009 年 3 月 9 日ミュンス
ター廃棄物部局（AWM）におけるヒアリングより。） 
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村の 1 市 2町 1村が、ごみの広域処理を目的に設立した
特別地方公共団体で、圏域人口は約 23万人、圏域面積
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